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↑どちらかを
チェックしてください

「実績」
拡大図る

185

将来目標

1.5

「実績」
縮小図る

1.5

単位

％
目標値 1.5

185

H28目標値

157 173

Ｈ 26 Ｈ 27

103,503

27 H28見込み 将来目標単位 Ｈ 26 Ｈ

１８歳以上の身体障害者手帳所持者で、症状が固定・永続するようになった後、その医療により障害の程度が軽減除去されるものに対して給付される事業である。
原則として、医療費の１割が本人の負担となるが、負担が大きくなりすぎないよう、所得等に応じて月額上限額が設定される。
更生医療のみ
１　申請者は、医学的意見書を提出し、更生相談所から医療支給の要否について、判定を受ける。
２　市は、更生相談所の判定に基づき医療の給付決定を行い、認定者に対して受給者証を交付する。
３　認定者は、指定医療機関へ受給者証を持参して、医療の給付を受ける。
４　市は、毎月、支払い基金（国保、社保）を通して指定医療機関からくる医療費の請求に基づき、支払事務を行う。

基本
方針

102,432

0 0

305,629277,500

130,253

267,000

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （ 0.40

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。
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②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律

部課コード 060300 ℡

法定受託＋附加

事業コード
自立支援医療給付事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

060307

①事務事業名

終了年度 年度

障害福祉課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 福祉サービスグループ

重度心身障害児等医療費助成事業

■ □ □

年度

8,516

→ 平成

事業の種別

障害者福祉節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針 所沢市障害者支援計画

昭和29年に「更生医療」として身体障害者福祉法に盛り込まれた制度であり、当時は医療保険の対象外となる特殊な障害者医療を対象にしてい
たが、やがて医療保険の対象が広がり、広く医療費の負担軽減を目的とする制度になった。障害者自立支援法の施行に伴い、平成18年４月か
ら、名称や利用者負担額の算定基準等が改められた。

総合計画の体系 章 健康・福祉 生活支援の充実

人

人

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

408,061

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

１８歳以上の身体障害者手帳所持者 平成

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

障害の軽減や社会生活の円滑化に効果のある治療に対し、医療費の負担軽減を図る。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

8,482

407,753

人） （

1.27人 10,998

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

370,503

一般財源

平成 26 年度

（

28

0.25

382,467

（

27 年度平成

5,494

（千円） 年度 （千円）

408,061

365,009 396,755

（千円） 平成

人

事業費合計

正規職員人件費

人）

0.63人

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 
⑥
成
果

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

利用者数 実績による

％ 達成率 127 133

　 項目名 項目説明

成果指標
対象者に占める利用者の割
合

継続

レセプト内容のデータ入力を臨時職員が行い、職員が確認し、ダブルチェックすること
で、適正な請求であるかの確認を行っている。また、データ入力しているシステムから、
国庫負担金交付申請等事務に必要な帳票を出力することを検討している。

1.5

実 績 1.9 2.0
利用者数÷対象者数×１００

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小

⑦
改
善
点

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

障害福祉課長　　並木　和人

終了

次年度予算

評価日 平成28年　8月9日 評価者職氏名

理由 法に基づく事業であり、制度の維持を図っていく。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由 利用者の増加に伴い予算の増加が見込まれる。拡大 縮小

無

無
文書等の作成

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

利用者が増加傾向にあるため、今後も費用の増大が見込まれる。

レセプトのデータ入力をエクセルに加え、システムに入力することで、システムに登録し
ている支給決定データと矛盾がないかチェックできるようになった。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

-

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化


